
事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 都市整備部都市計画課 ■担当係 公共交通政策室

408

評 価 事 業 名 称 拠点間交通運行補助金

070400評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 みんなで支える公共交通体系の構築

■施策 地域の実情に応じた公共交通体系の構築

05

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
あじさい都市きたかみ公共交通網形成計画

事 業 の
目 的 と 概 要

都市拠点及び地域拠点間を結ぶ拠点間交通への運行補助金。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

16,145

4,380

20,525

16,701

2,211

18,912

25,973

2,980

28,953

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成30年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 拠点間交通
運行補助金

拠点間交通利
用者

おに丸号（道路運送法第4条運行）への
 運行補助・飯豊黒岩線及び二子更木線

 12,012千円・稲瀬線5,152千円、口内線
6,299千円

おに丸号（道路運送法第4条運行）への
 運行補助・飯豊黒岩線及び二子更木線

 11,744千円・稲瀬線5,229千円、口内線
及び鬼柳線8,967千円

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 おに丸号1日あたり利用者数
（旧ｺﾐﾊﾞｽ系統）

飯豊黒岩線・二子更木線96.9人106.3人105.7人104.8人

02 おに丸号1日あたり利用者数
（稲瀬線）

稲瀬線20.6人22.3人20.8人

03 おに丸号1日あたり利用者数
（口内線・鬼柳線）

口内線・鬼柳線23.0人
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

新たに口内線・鬼柳線の運行を開始し、事業は
順調である。

問題点・課題等

特になし

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

あじさい都市きたかみの実現に不可欠であることから、各地域拠点
と都市拠点を結ぶ拠点間交通の維持を継続して取り組む必要があ
る。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 都市整備部都市計画課 ■担当係 公共交通政策室

409

評 価 事 業 名 称 地域内交通運行補助金

070400評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 みんなで支える公共交通体系の構築

■施策 地域の実情に応じた公共交通体系の構築

05

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
あじさい都市きたかみ公共交通網形成計画

事 業 の
目 的 と 概 要

タクシー事業者又は自治組織あてに乗合タクシー等の運行経費に対する補助金を交付
するもの。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

4,487

3,535

8,022

5,458

2,820

8,278

5,690

2,533

8,223

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成30年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 地域内交通
運行補助金

地域内交通利
用者

和賀地区乗合タクシー運行事業補助金
交付契約2,200千円、口内・稲瀬・相去
地区地域内交通運行事業費補助金
 

4,000千円、互助輸送補助金（2地区）
500千円

和賀地区乗合タクシー運行事業補助金
1,369千円、口内・稲瀬・相去地区地域

 内交通運行事業費補助金3,707千円、
互助輸送補助金（2地区）586千円

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 地域内交通の利用者数 和賀地区・稲瀬地区・相去
地区乗合タクシーの利用者
及び口内地区自家用有償
旅客運送、黒岩地区・江釣
子地区互助輸送の利用者
の総合計

4,961人4,685人4,348人3,911人
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

地域内交通の利用者は増加しており、地域住民
の生活の足の維持確保につながる有効な事業と
なっている。

問題点・課題等

特になし

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

あじさい都市きたかみの実現に不可欠であることから、各各世帯か
ら地域拠点への移動を担う地域内交通の維持を継続して取り組む
必要がある。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 都市整備部都市計画課 ■担当係 公共交通政策室

410

評 価 事 業 名 称 北上市地域公共交通アドバイザー設置事業

070400評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 みんなで支える公共交通体系の構築

■施策 地域の実情に応じた公共交通体系の構築

05

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
あじさい都市きたかみ公共交通網形成計画

事 業 の
目 的 と 概 要

市の公共交通に対する提言や評価、地域における公共交通検討の際のアドバイザーと
して派遣することを目的に実施する。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

222

1,306

1,528

211

838

1,049

2

149

151

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成30年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 北上市地域
公共交通アド
バイザー設置
事業

 アドバイザー会議の開催（1回）アドバイ
ザーとしての召集（会議・地域4回）

アドバイザーの委嘱（5名）、※アドバイ
ザー会議については新型コロナ感染症
の流行拡大につき開催せず

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 各種会議への召集及び地域
への派遣

アドバイザーを招集した会
議や検討会、地域派遣

0回5回3回

02 アドバイザー会議の開催 全体会議0回1回1回
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

新型コロナウイルス感染症の影響によりアドバイ
ザー会議の開催を見送ったが、公共交通の近況
を報告し、交通政策に関する意見等を得られて
いる。

問題点・課題等

特になし

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

地域の主体的な公共交通の見直し・検討にあたって、有識者から提
言を得られる機会であり、継続して取り組む必要がある。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 都市整備部都市計画課 ■担当係 公共交通政策室

414

評 価 事 業 名 称 一般交通運輸対策事業

070400評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 みんなで支える公共交通体系の構築

■施策 地域の実情に応じた公共交通体系の構築

05

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
あじさい都市きたかみ公共交通網形成計画

事 業 の
目 的 と 概 要

市民が生活していける、北上市を来訪者にとって利便性の高い公共交通の体系を実現
すること。市内の鉄道や路線バスなどの公共交通機関の問題等について検討、協議を行
う。北上市地域公共交通会議の開催。■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

601

1,755

2,356

782

2,229

3,011

370

229

599

552

820

1,372

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 一般交通運
輸対策事業

市民 北上市地域公共交通会議開催、北上市
総合交通ブック・おに丸号ダイヤ印刷

北上市地域公共交通会議開催、おに丸
号ダイヤ印刷、北上市総合交通ブック
の配布

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 公共交通会議開催 公共交通会議の開催回数2回2回2回2回
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

交通運輸対策全般において、ある程度効果的な
事業運営ができている。

問題点・課題等

特になし

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

公共交通の維持確保、法定協議会である地域交通会議の開催等に
必要であり、継続して取り組む必要がある。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)

2/2



事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 都市整備部都市計画課 ■担当係 公共交通政策室

415

評 価 事 業 名 称 広域生活路線運行費補助金

070400評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 06 負担金・補助金（任意・ソフト事業） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 みんなで支える公共交通体系の構築

■施策 地域の実情に応じた公共交通体系の構築

05

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称
北上市路線バス維持費補助金交付要綱

関連計画の名称
あじさい都市きたかみ公共交通網形成計画

事 業 の
目 的 と 概 要

広域的な移動の足として路線バスを確保し、地域住民の生活機能の維持確保を図る。広
域生活路線を維持するための運行費補助（補助額は県及び沿線市町村）

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

5,324

2,976

8,300

5,043

1,306

6,349

4,212

152

4,364

5,505

596

6,101

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 広域生活路
線運行費補
助金

市民  広域生活路線へ補助・北上線3,043千円
 

・成田線742千円

  広域生活路線へ補助・北上線3,042千円
 

・成田線2,456千円

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 補助金申請のあった広域生
活路線への補助金交付（事業
者）

岩手県交通㈱への補助1111

02 広域生活路線全線の維持 成田線及び北上線2222
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

補助金交付事務を適正に行い、近隣市町にまた
がる生活路線の維持確保を図った。

問題点・課題等

北上線について、令和２年９月を以て廃止になっ
たことから、代替交通の構築が必要。

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

広域生活路線の維持確保のため継続して取り組む必要がある。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 都市整備部都市計画課 ■担当係 公共交通政策室

419

評 価 事 業 名 称 拠点間交通運行事業

070400評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 みんなで支える公共交通体系の構築

■施策 地域の実情に応じた公共交通体系の構築

05

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
あじさい都市きたかみ公共交通網形成計画

事 業 の
目 的 と 概 要

都市拠点及び地域拠点間を結ぶ交通ネットワークの構築を目的に、定時定路線の市町
村運営有償運送（道路運送法第78条）を実施するもの。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

6,213

3,506

9,719

10,928

3,800

14,728

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 平成31年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 拠点間交通
運行事業

バス利用者 おに丸号立花岩崎線（道路運送法第78
条運行）の運行、車両の購入　事業費計
13,201千円

おに丸号立花岩崎線（道路運送法第78
条運行）の運行、車両の購入　事業費計
10,884千円

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 おに丸号立花岩崎線の利用
者数

年間利用者数4,246人3,719人

02 おに丸号立花岩崎線の1便あ
たりの利用者数

1便あたりの利用者数3.6人3.3人
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

利用者数が増加しており、地域にとって欠かせな
い公共交通となっている。

問題点・課題等

特になし

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

運行開始の経緯から早急な見直しは難しいものの、将来的に運営
方法の見直しを検討。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 都市整備部都市計画課 ■担当係 公共交通政策室

426

評 価 事 業 名 称 新北上市地域公共交通網形成計画策定事業

070400評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 みんなで支える公共交通体系の構築

■施策 地域の実情に応じた公共交通体系の構築

05

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令の努力義務（自治事務）

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称
あじさい都市きたかみ公共交通網形成計画

事 業 の
目 的 と 概 要

新しい北上市地域公共交通網計画を作成するための各種調査を専門事業者に業務委
託するもの。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

9

820

829

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 令和２年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 新北上市地
域公共交通
網形成計画
策定事業

（仮称）新北上市地域公共交通網形成
計画の策定

新型コロナウイルス感染症の流行状況
を考慮し、新計画の策定を１年先送りし
た。

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 （仮称）新北上市地域公共交
通網形成計画の策定

（仮称）新北上市地域公共
交通網形成計画の策定

未策定（１年先
送）
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

新型コロナウイルス感染症の流行状況を考慮
し、新計画の策定を１年先延ばししたが、現行計
画を１年延長することで対応した。

問題点・課題等

特になし

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

新計画の策定に向けて取り組む必要がある。

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

事 業 の 担 当 課 都市整備部都市計画課 ■担当係 公共交通政策室

434

評 価 事 業 名 称 公共交通事業者緊急支援金

070400評価事業コード - ■会計区分 一般会計

事 業 の 類 型 05 ソフト事業（任意） ■政策・業務区分 政策

■政策 誰もが快適に暮らし続けられるまちづくり

■基本施策 みんなで支える公共交通体系の構築

■施策 地域の実情に応じた公共交通体系の構築

05

04

01

総 合 計 画 で の
位 置 づ け

１．基本情報

法令の根拠区分 法令に特に定めのないもの

法 令 等 の 名 称

関連計画の名称

事 業 の
目 的 と 概 要

公共交通の維持を支援するため、新型コロナウイルスにより影響を受けた交通事業者へ
支援金を交付する。

■

２．細事業の活動実績情報

３．投入コスト情報

直 接 事 業 費

人 件 費

そ の 他 （ 公 債 費 ・
減 価 償 却 費 等 ）

フ ル コ ス ト

41,018

671

41,689

備考

４．評価指標等の状況

（単位：千円）

■

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度

■

■

■

■

■

■

■

事 業 開 始 年 度 令和２年度■

細事業
コード

細事業
名称 事業の対象 令和 2 年度事業量実績令和 2 年度事業計画

01 公共交通事
業者緊急支
援金

公共交通事業者に対する新型コロナウ
イルス感染対策に係る経費等を支援

 （年2回実施）。バス事業者6社、タクシー
事業者11社　計41,010千円

指標
コード

指標名 指標の説明2年度1年度30年度29年度

01 公共交通事業者緊急支援金 公共交通事業者緊急支援
金の交付市業者数

17社
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事務事業事後評価シート［令和2年度事業］

達成状況の分析

新型コロナウイルスにより影響を受けた交通事
業者へ支援金を交付し、公共交通の維持を図っ
た。

問題点・課題等

特になし

５．事後評価（「政策」事業類型5・6のみ）

２．国・県・民間との競合関係の有無

類似の事業はない

類似の事業はあるが競合はない

類似の事業があり競合する

10．実施主体の代替性

民間委託等の拡充は難しい

民間委託等の拡充が十分に可能

全部委託や実施主体の移行が可能

６．事業へのニーズの変化

ニーズが高まっている

ニーズは変わらない

ニーズが低下している又は合致しない

１．直接的な受益者の範囲

不特定多数に及ぶ

特定されるが多数に及ぶ

特定少数に限定される

３．事業廃止の影響・貢献度

事業の廃止により重大な問題が発生
する

事業の廃止により何らかの問題が発
生する

事業の廃止による問題は想定されない

11．経済性・効率性の向上

今以上の効率化や改善は難しい

効率化や改善を図ることは十分に可能

効率化や改善の余地が大きい

■目標達成状況

Ａ．順調

Ｂ．概ね順調

Ｃ．遅れている

■今後の方向性

Ⅰ．拡充 Ⅳ．廃止・休止

Ⅱ．継続 Ⅴ．完了

Ⅲ．縮小

■事業の見直し方策（評価項目２,４の補足説明含む）

７．施策の改善需要度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

９．他市町村に比較しての優位性

先進的またはユニークな事業である

他と同程度の事業である

遅れている事業である

８．施策の優先度（市民意識調査）

順位が高い

順位が中程度

順位が低い

４．市民生活・企業活動への貢献度

市民生活・企業活動の維持に不可欠

市民生活・企業活動の維持に一定程度
貢献している

市民生活・企業活動の維持への貢献度
は低い

５．事業廃止の影響を受ける受益者の割合

１．で選択した人の大多数(70%程度)

１．で選択した人の半分程度(50%程度)

１．で選択した人の少数(30%程度)
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